
386,827

社会保障施策に要する経費 （単位：千円）

引上げ分の地方消費税
（社会保障財源化分の

交付金）
その他

障害者福祉事業 1,103,245 778,394 76,181 248,670

高齢者福祉事業 28,867 1,188 6,491 21,188

児童福祉事業 1,370,227 871,361 116,994 381,872

小計 2,502,339 1,650,943 199,666 651,730

介護保険事業 522,834 30,936 115,355 376,543

国民健康保険事業 218,290 92,616 29,472 96,202

小計 741,124 123,552 144,827 472,745

高齢者医療事業 101,700 64,197 8,794 28,709

健康増進対策事業 130,676 5,140 29,439 96,097

医療体制強化事業 17,491 0 4,101 13,390

小計 249,867 69,337 42,334 138,196

3,493,330 1,843,832 386,827 1,262,671

地方消費税交付金（社会保障分）は、各事業の一般財源部分に充当します。

社会福祉

社会保険

合計

保健衛生

【地方消費税交付金（社会保障財源分）の使途状況】

　主として今後も増加が見込まれる社会保障経費の財源確保を目的として、平成26年4月1日より及び令和元年10月1日より消費税率
が引き上げられました。
　この増収分は、使途を明確にするとともに、すべて社会保障施策の財源として活用することとなっております。
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